
湯沢市公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画策定方針 ＜ 平成29年６月26日 庁議決定 ＞

９　公共施設再編計画（イメージ）８　推進体制

３　国の方針

６　公共施設再編の考え方

７　検討の流れ　（ハコモノの場合）１　目的 ２　計画の対象範囲

５　計画体系

４　計画の期間、計画面積の目安

湯沢市公共施設等総合管理計画の実効性を確保するため、個別

施設計画を策定する必要があることから、策定に関し基本的な

事項を定め、策定作業の円滑な推進を図るものとする。  

本市が保有する全ての公共建築物及びインフラ資産を対象とする。 

ただし、既に同種・類似の計画を策定している場合又は計画策定の効

果が限定的と見込まれる場合は対象外とする。 

Step１ 施設評価 

一次評価 
【機能】利用状況・コスト 等 

【建物】経過年数・耐震性 等 

検討対象施設（候補）を抽出、方向性を機械的に一次判定 

二次評価 数値では判断できない要素（特殊事情、地域性、市の方針との整

合、防災、法令等）について、施設ごとに評価 

（定量的） 

（定性的） 

同一分類内での位置関係を2軸

(縦軸・横軸)で評価 

Step３ 再編手法の検討 Step４ 市民意見の反映 ② 

外部検討委員会の設置 

有識者、施設利用者、自治組織関係

者、公募市民 等 

地域別市民アンケート 

地域における公共施設の優先順位 

等（旧市町村or中学校区） 

Step５ 市民意見の反映 ③ 

計画の策定・公表 

インフラ資産についても、各種指針や国の制度等を考慮の上、原則として平

成31年度末まで策定する 

見直し・検討 

① 個別施設の必要性、同一機

能における統廃合の可能性

等を検討 

② 上位計画や地域バランス、

機能の複合化など全体的な

観点で検討 

庁内全体の足並みをそろえて

検討を進める必要あり 

意見交換会 
（利用者、団体等） 

意見交換会 
（自治組織、住民等） 

パブリック 
コメント 

※ 平成31年度末まで 

※全市民アンケートはH28実施済 

国のインフラ長寿命化基本計画では、全ての自治体が

H32頃までに個別施設計画を策定することとなっており、

各省庁が自治体向けに策定指針等を順次公表している。 

【既に指針等が発出されているインフラ等】 

学校、スポーツ施設、公営住宅、農業水利施設、林道施

設、公園、道路、橋りょう、水道、下水道 等 

公共建築物(ハコモノ)は、１つにまとめて策定 

インフラ資産は、道路・橋りょうなど、分類ごとに策定 

公共施設等総合管理計画に基づくほか、次の考え方を基本とする。 

計画策定の翌年度 ～ 平成42年度（2030年度)  

上位計画（2040年度まで45%削減）を踏まえ、本計画策定における公共建築物全

体の削減面積の目安は、次のとおりとする。（インフラ資産は必要に応じて設定） 

本計画は平成31年度までに策定するものとし、計画期間は次のとおりとする。 

公有財産利活用及び公の

施設管理運営検討委員会

（方針等の協議）

庁内関係課所

施設所管課 （個別施設の調査検討 等）、総合支所 （地域性・自

治組織 等）、財政課（公有財産管理）、企画課 （全体調整 等）

指示報告
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外部検討委員会

有識者、施設利用者、自

治組織、公募市民 等

提言説明

計画（中間案）の作成・公表 

Step２ 市民意見の反映 ① 
公共施設の現状や分析結果等を説明し、広

く意見を伺う。（地域住民等） 
市民説明会の開催 

①

②

③

④

再編に当たっては、施設分類ごとの検討に加え、地域の特性を生かしたまちづくりの観点から
施設の配置を検討する。

施設を更新する際は「１施設＝１機能」にこだわらず複合化や民間施設の活用等を検討する。

再編の実施時期は、大規模改修又は更新が必要なタイミングを原則とする。
ただし、他施設との複合化等が必要な場合はこの限りではない。

本方針のほか、国の指針等が示されている場合は、当該指針等を考慮する。

※意見反映手法について今後検討を加える（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ,市民討議会等） 
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公共施設等総合管理
計画【全体】

公共施設等総合管理
計画【短期方針】

公共施設再編計画

インフラ長寿命化計画
　（数値目標：任意設定）

H28 ～ H52 （25年）

＜前期計画＞

計画策定年度 ～ H42 

H28 ～ H33 

＜後期計画＞

H43 ～ H52 （10年）

長期目標：延床面積 45%削減

中期目標：17% 削減

短期目標：8% 削減

中期目標：20% 削減

※17%に短期方針の削減分（8%）は含まない

※平成30年度末まで 

現状 目標

延床
面積
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32
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増減
面積

方針案
増減
面積

延床
面積

1 ○○交流センター H15 ○○課 山田 維持 100 0 大規模改修(H45) 0 100

2 △△集会所 S45 △△課 稲川 譲渡 130 譲渡 △ 130 0

3 ××研修センター S45 ××課 雄勝 複合化 400 0 複合化(H44) △ 400 0

4 旧・□□ホーム S40 □□課 皆瀬 解体 370 解体 △ 370 0

5 ・・・ H10 ・・・ 湯沢北 転用 450 △△センターとして転用 0 0 450

6 ・・・ S60 ・・・ 稲川 維持 550 大規模改修 0 0 550

計 2,000 △ 500 △ 400 1,100
(△25%) (△20%) (△45%)

No

（例：　集会施設）
（単位：㎡）

再編
方針

地域
名

建築
年

施設名

前 期 計 画 （参考）後期計画

所管課

※後期計画（方針案）に記載の年度は、大規模改修30年、建替え60年を目安とした
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